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○ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき、令和７年度決算に係る「健全化判断比率」
及び「資金不足比率」を次のとおり公表します。

１　健全化判断比率

※ 標準財政規模とは、その団体の標準的な一般財源収入であり、標準税収入額等＋普通交付税＋臨
時財政対策債発行可能額の合計。

　自主的な改善努力による財政の健全化が必要な水準

・財政健全化計画の策定（議会の議決）、外部監査の要求の義務付け。
・実施状況を毎年度議会に報告し公表。

　国等の関与による確実な再生が必要な基準

・財政再生計画の策定（議会の議決）、外部監査の要求の義務付け。
・財政再生計画の策定にあたり、総務大臣の同意を得ていない場合は、
　災害復旧事業債を除き起債を制限。

【比率の推移】 （単位：％、ポイント）

２　資金不足比率

※ 事業の規模＝営業収益の額－受託工事収益の額

317,368

病 院 事 業 会 計 13.4 20.0　 ▲ 152,151 1,131,510

水 道 事 業 会 計 － 20.0　 836,914 385,089
公営企業ごとの資金の不
足額の事業規模に対する
比率

下 水 道 事 業 会 計 － 20.0　 0

7.9

（単位：％、千円）

区　　分 比　　率
経営健全化
基　　　準

参　　　　　　　考
資金剰余額 事業の規模 趣　旨　等

将 来 負 担 比 率 35.2 28.9 28.2 25.8 33.7

Ｒ６ Ｒ７
増　減

実 質 公 債 費 比 率 10.0 10.5 11.0 10.9 10.3 ▲ 0.6

早期健全化基準とは

財 政 再 生 基 準 と は

区　　分 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

実 質 公 債 費 比 率 10.3  25.0 35.0 
一般会計等が負担する元利償還金等の
標準財政規模に対する比率

将 来 負 担 比 率 33.7 350.0 
一般会計等が負担する一部事務組合等
も含めた実質的負担額の標準財政規模
に対する比率

実 質 赤 字 比 率 －  13.40 20.00
一般会計等に係る実質赤字額の標準財
政規模に対する比率

連結実質赤字比率 －  18.40 30.00
全会計に係る実質赤字額（資金不足
額）の標準財政規模に対する比率

令和７年度新ひだか町の健全化判断比率及び資金不足比率について

（単位：％）

区　　分 比　　率
早期健全化
基　　　準

財政再生
基　　準

趣　　旨　　等
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１　実質赤字比率

２　連結実質赤字比率

３　実質公債費比率

４　将来負担比率

①－②＝(Ａ)

③－④＝(Ｂ)

(Ａ)÷(Ｂ)＝算 入 公 債 費 等 の 額 ④ 1,625,671 33.7%

　将来負担比率は、一般会計等が将来負担すべき一般財源等（実質的な負債）の標準財政規模
（交付税に基準財政需要額算入額を控除）に対する比率であり、新ひだか町では将来負担額の
79.1%を地方債残高が占めています。
　これは、実質公債費比率と同様に、地方債を活用して必要な公共投資を実施してきたことが主
な要因となっておりますが、有利な地方債を活用していることから交付税の基準財政需要額算入
見込額が充当可能財源等の69.5%を占めています。

基準財政需要額算入見込額 14,646,303 69.5% 7,976,628
標 準 財 政 規 模 ③ 9,602,299

充 当 可 能 基 金 3,494,720 16.6% 2,689,487
充 当 可 能 特 定 財 源 2,935,401 13.9%

組合連結実質赤字額負担見込額 0 0.0%
充 当 可 能 財 源 等 ② 21,076,424 100.0%

設立法人の負債額等負担見込額 0 0.0%
連 結 実 質 赤 字 額 0 0.0%

組 合 負 担 等 見 込 額 268,537 1.1%
退 職 手 当 負 担 見 込 額 929,057 3.9%

債務負担行為に基づく支出予定額 34,647 0.2%
公営企業債等繰入見込額 3,739,409 15.7%

将 来 負 担 額 ① 23,765,911 100.0%
地 方 債 の 現 在 高 18,794,261 79.1%

３ヵ年平均 10.3%

　実質公債費比率は、一般会計等が負担する公債費（借金の返済）等に充てた一般財源等の標準
財政規模（交付税の基準財政需要額算入額を控除）に対する比率であり、新ひだか町は、これま
で有利な地方債を活用して必要な公共投資を実施してきたことから適正な水準で推移しておりま
す。

（単位：千円）
区　　　　　分 金　　額 割　　合

令和 ７ 年度 9.74924% 1,771,786 631,546 1,625,671 9,602,299
令和 ６ 年度 10.81007% 1,853,258 687,649 1,705,667 9,432,165

Ｂ　 Ｃ　 Ｄ　
令和 ５ 年度 10.50134% 1,834,781 720,852 1,757,170 9,360,611

　連結実質赤字比率は、全ての会計を対象とした実質赤字額（資金不足額）の標準財政規模に対
する比率であり、新ひだか町においては連結実質赤字額が生じていないため、比率は算定されて
いません。

（単位：千円）

実 質 公 債 費
比 率

公 債 費 充 当
一般財源等額

準元利償還金
一般財源等額

基 準 財 政
需 要 額
算 入 額

標準財政規模

(A+B-C)/(D-C) Ａ　

　実質赤字比率は、一般会計及び特別会計（公営企業会計等を除く）を対象とした実質赤字額の
標準財政規模に対する比率であり、新ひだか町においては実質赤字額が生じていないため、比率
は算定されていません。

連 結 実 質 赤 字 額 －
＝ －

標 準 財 政 規 模 9,602,299 千円

一 般 会 計 等 の 実 質 赤 字 額 －
＝ －

標 準 財 政 規 模 9,602,299 千円

健全化判断比率の算定概要


